
（法第28条第1項）

Ⅰ　経常収益

１　受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

２　受取寄附金

受取寄附金

３　事業収益

就労支援事業収入

訓練等給付費収入

４　その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

Ⅱ　経常費用

１　事業費

(1)人件費

利用者工賃

給料手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

旅費交通費

通信費

会議費

減価償却費

地代家賃

リース料

保険料

水道光熱費

34,294

1,800,000

4,620,207

468,096

992,120

1,493,179

1,117,454

552,316

2,078,746

2,755,840

2,692,720

27,632,625

38,589,431

63,273,039

34,329

35

3,026,383

60,212,327

63,238,710

0

0

5,508,246

平成３１年度　活動計算書

平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

特定非営利活動法人インクルーシヴ・ジャパン　

科　　目 金　　額　（単位：円）

0

0

0



燃料費

材料費

消耗品費

雑費

その他経費計

事業費計

２　管理費

(1)その他経費

交際費

修繕費

租税公課

広告宣伝費

支払手数料

支払利息

新聞図書

寄付金

委託料

諸会費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ　経常外収益

経常外収益計

Ⅳ　経常外費用

経常外費用計

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

※　今年度はその他の事業を実施していません。

（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　事業費及び管理費は、それぞれ人件費及びその他経費に区分したうえで、形態別に表示する。

３　経常経費の規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、経常経費額に占

める管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的とし

ないものであることという法定要件への適合性の判断材料となる。

0

65,482,235

-2,209,196

9,432,623

9,432,623

1,481,260

-2,209,196

0

126,112

5,703,200

42,500

256,595

94,303

132,811

818,897

776,945

-2,650,231

-4,859,427

0

17,460,181

56,049,612

1,800,213

350,533

841,326

1,345,991


